
 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症発⽣時における業務継続計画 

（障害福祉サービス類型︓通所系・訪問系） 

 
 

法⼈名 

特定⾮営利活動法⼈ 

障害者雇⽤センター 

ろーたす 

まきの⽊サポート 

種別 
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就労継続⽀援 B 型 

就労移⾏⽀援 

就労定着⽀援 

相談⽀援 

代表者 渡邉 盛時 管理者 
渡邉 盛時 

鈴⽊ 美加 

所在地 愛知県愛⻄市⼤野町茶⽊７３ 電話番号 0567-33-1236 

 
 
 
 
 



 

 
 

※本ひな形における各項⽬は、別途お⽰しする「障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発⽣
時の業務継続ガイドライン」３－３に対応しています。本ひな形は、各施設・事業所のサービス類型、特徴等に応じ、
適宜改変して活⽤いただくことを想定しています。 
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新型コロナウイルス感染症発⽣時における業務計画 
 

第Ⅰ章 総則 

 

１ ⽬的 
  本計画は、新型コロナウイルス感染症の感染者（感染疑いを含む）が施設内で発⽣した場合においても、サービ
ス提供を継続するために当施設の実施すべき事項を定めるとともに、平時から円滑に実⾏できるよう準備すべき事項を
定める。 
 

２ 基本⽅針 
  本計画に関する基本⽅針を以下のとおりとする。 

① 利⽤者の安全確保 
利⽤者の重症化リスクが⾼く、集団感染が発⽣した場合、深刻な被害が⽣じる 
おそれがあることに留意して感染拡⼤防⽌に努める。 

② サービスの継続 利⽤者の健康・⾝体・⽣命を守る機能を維持する。 

③ 職員の安全確保 職員の⽣命や⽣活を維持しつつ、感染拡⼤防⽌に努める。 

 
   感染症対策の⽅法については、状況に応じて感染症対策委員および管理者／サービス管理責任者と協議しフェ
ーズ・感染症法の類⽅および県のレベル分類により対応を判断する。 

３ 主管部⾨ 
  本計画の主管部⾨は、BCP 対策委員会とする。 
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第Ⅱ章 平時からの備え 
対応主体の決定、計画のメンテナンス・周知と、感染疑い事例発⽣の緊急時対応を⾒据えた事前準備を、下記の

体制で実施する。 

１ 対応主体 
  管理者／サービス管理責任者の統括のもと、関係部⾨が⼀丸となって対応する。 
 

２ 対応事項 
  対応事項は以下のとおり。 
 

項⽬ 対応事項 

（１） 
体制構築・整備 

 
様式１ 

全体を統括する責任者・代⾏者を選定 
 体制整備 

 
 
 
 意思決定者・担当者の決定 
 役割分担 
様式 1_推進体制の構成メンバー 参照 
 

（２） 
情報の共有・ 

連携 

 情報共有範囲の確認 
・個⼈情報に配慮し、感染（疑い）者の情報を取り扱う。 
・情報共有する範囲は、事業所内、法⼈内、利⽤者家族、⾃治体、関係業者等とし、それぞれ
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様式２ 

の共有すべき内容は下記「報告のルール確認」表の連絡内容として記載する。 
・利⽤者、家族には、事業所の利⽤開始時、および毎年７⽉に、感染者などが発⽣した場合の
対応⽅針（ケア⽅法の変更や、業務の縮⼩/中⽌の可能性など）について⽂書で共有する。 
・医療機関とは、感染者や濃厚接触者が発⽣した場合等に備え、事業所の連携医療機関とも
緊密に連携する。 
・県都は、会議等の機会を利⽤し、⽇ごろから連携する。 
 
 報告ルールの確認／報告先リストの作成・更新 
連絡先 連絡担当者 連絡内容 
⾝近な医療機関 
加賀医院 
0567-31-0036 

勤務リーダー ・勤務リーダーが、事業所⻑に⼀報の上、電話連絡す
る。 
・通所事業所利⽤者である旨や症状、経過など可能
な限り詳細な情報を伝える。 
 

津島保健所 
0567-26-4137 

サ ー ビ ス 管 理
責任者 

・PCR 検査を実施した場合は、電話で報告する。 
・他の利⽤者や職員の健康状態、消毒など感染防⽌
対策について報告し、感染拡⼤防⽌対策や事業継
続に関して指⽰を仰ぐ。 
 

愛知県 
感染症対策課感
染症対策調整グ
ループ 
052-954-7466 

サ ー ビ ス 管 理
責任者 

・PCR 検査を実施した場合は、電話で報告する。その
後必要に応じて⽂書で報告する。 
・他の利⽤者や職員の健康状態、消毒など感染防⽌
対策について報告し、事業継続に関して指⽰を仰ぐ。 
 

愛⻄市 
社会福祉課 
0567-55-7115 

サ ー ビ ス 管 理
責任者 

・PCR 検査を実施した場合は、電話で報告する。その
後必要に応じて⽂書で報告する。 
・他の利⽤者や職員の健康状態、消毒など感染防⽌
対策について報告し、事業継続に関して指⽰を仰ぐ。 
 

感染（疑い）者
の家族（連絡簿
参照） 

勤務リーダー ・速やかに電話で連絡し、同居の場合は可能であれば
お迎えを依頼する。 
・利⽤者の症状、経過、受診対応などを詳細な情報
を伝える。 
 

その他の利⽤者、
家族（連絡簿参
照） 

職員 ・事業運営に影響が出る可能性が⾼いことが分かった
時点（PCR 検査後等）で、利⽤者や家族に電話で
⼀報する。その後⽂書で郵送する。 
・個⼈情報に配慮し、感染疑い者発⽣の経緯、事業
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所の対応について報告する。 
・事業縮⼩・休⽌の可能性があることを伝え、今後の
利⽤について相談する。 
 

 
 

（３） 
感染防⽌に向け
た取組の実施 
 

様式３ 
様式８ 

必要な情報収集と感染防⽌に向けた取組の実施 
 最新情報（感染状況、政府や⾃治体の動向等）の収集 
担当者／部署
名 

情報収集先  

感染症対策委
員 

厚労省通達 
県通達 
業界団体からの案内
（ガイドラインなど） 

・毎週 1 回それぞれのホームページで更新情報
を確認する 
・メールや郵送で届く通知を確認する 
 

管理者／サービ
ス管理責任者 

施設に直接届く通知 ・メール、郵送などで通知を確認する。 
 

 
 基本的な感染症対策の徹底 
・以下の基本的な感染症対策について、実施状況を確認、評価する。 
・感染症対策の⽅法については、状況に応じて担当者が更新記載する。 
対策 担当者名／部署 ⽅法 
⾶沫防⽌
対策 

感染症対策委員 ・共有スペースやレクリエーション等で複数の利⽤者が集まる
場では、利⽤者間の距離を確保すること、換気回数を増や
すことや常時換気すること、利⽤者間についたてを設置する
こと等、対策を組み合わせて実施する。 
・基本的にマスクを常時着⽤する（ユニバーサルマスク）。
着⽤が難しい利⽤者に対しては換気対策を徹底し、物理
的な遮蔽（ついたて等の設置）や、密接したケアが必要な
場合は防護具の着⽤を検討する。 
・事業所内で、職員の更⾐室や⾷事の場では密集を避け
るよう、交代で使⽤する等の⼯夫をする。 
・事務室では必要に応じてデスクの境についたて等を設置す
る。 
・職員は不要不急の外出を避け、不特定多数の⼈が集ま
る場には極⼒⾏かないようにする。 
 

⼿指衛⽣ 感染症対策委員 ・⼿洗いは、流⽔と⽯鹸を⽤いて 15 秒以上⾏う。速乾性
擦式消毒⽤アルコール製剤（アルコールが 60〜80％程度
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含まれている消毒薬）使⽤時はアルコールが完全に揮発す
るまで⼿にすりこむ。 
・⾷事や排せつの前後などは、利⽤者の状態に応じて⼿指
衛⽣の⽅法を⽀援し、教育的に関わる。 
・⽯鹸や消毒薬の使⽤は、利⽤者の状況に応じて誤飲等
の事故予防のため職員の⽬の届く場所で⾏う。 
・事業所内に、⾃治体、関連業界から案内されているポス
ター等を掲⽰する。 
 

標準予防
策 

感染症対策委員 ・呼吸器系分泌物（⿐汁・痰など）を含んだティッシュは、
感染物とみなしすぐにゴミ箱に捨てる。 

 
 利⽤者・職員の体調管理 
利⽤者・職員の体調管理 
・全職員・利⽤者の健康状態は管理者およびサービス管理責任者が集約し、記録を管理する。 
＜利⽤者＞ 
・事業所の利⽤⽇に関わらず、毎⽇⾃宅で検温と体調確認を⾏い、⽤紙に記録してもらう。 
⾃宅での実施が難しい利⽤者は、事業所利⽤のお迎え時、乗⾞前に職員が確認する。 
・事業所到着時にも、検温および体調観察を⾏い、様式集（様式 3）に記録し、管理を⾏う。 
＜職員＞ 
・出勤前に検温、体調確認を⾏う。 
・出勤基準は、発熱、下痢など感染が疑われる症状がない場合とし、体調不良時は事業所代表
番号に、夜間・休⽇などは、理事⻑／管理者／サービス管理責任者の携帯電話に連絡する。 
・出勤時にも検温および体調観察を⾏い、様式集（様式 3）に記録し、管理を⾏う。 

 事業所内出⼊り者の記録管理 
・事業所⼊⼝にて検温と体調チェックを⾏いチェックシートに記⼊していただき、管理を⾏う。 
 

（４） 
防護具・消毒液
等備蓄品の確保 

 
様式６ 

 保管先・在庫量の確認、備蓄 
・法⼈の備蓄の確認、確保の担当は、法⼈本部とする。 
・各施設の備蓄の管理については管理者／サービス管理責任者が担当し、在庫状況は 1 回/2
週間、法⼈本部に報告する。 
・物資が不⾜する可能性がある場合は法⼈内で物資を融通し、それでも困難な場合は市や県に
早めに相談する。 
 

（５） 
職員対応 

（事前調整） 

 職員の確保 
●感染者発⽣時に感染者対応を依頼する職員の基準は、以下のとおりとする。（基準に満たし
ていない職員を） 
・年齢 65 歳未満 
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・糖尿病、⾼⾎圧、呼吸器疾患等がない 
・抗がん剤治療、免疫抗⽣剤内服等、免疫⼒、抵抗⼒が著しく低下する治療を受けていない。 
・感染拡⼤期に休む可能性（学校、社会施設を利⽤している家族がいる、等）がない 
・感染者患者対応の希望 
 相談先／窓⼝ 
相談先 担当部署 連絡先／調整内容 
法⼈内 法⼈本部 0567-33⁻1236 ⼈員確保、対応 
愛⻄市 社会福祉課 0567-55-7115 ⼈員確保、対応 
愛知県 感染症対策課感

染症対策調整グ
ループ 

052-954-7466 ⼈員確保、対応 

厚労省 電話対応窓⼝ 0120-565-653 ⼈員確保、対応 
 
 

（６） 
業務調整 

 
様式７ 

 運営基準との整合性確認 
分類 業務 
継続業務 労務管理、請負業務調整 
変更／縮⼩業務 ⾏事、レクリエーション、外出、⾯談⽅法 
休⽌業務 研修会、交流会、家族会、 
追加業務 消毒、個⼈防具の着⽤ 

ついたての設置、事業所内レイアウト変更 
休業、時間短縮時の電話対応 

 
 業務内容の調整 
勤務可能な職員数が 50 パーセント未満になった場合は、休業とする。 
また、⾃社での職員数が不⾜した際には、県および市の担当課に相談し応援職員の対応を相談
する。 
 
応援職員へ対応可能業務 
依頼可能な業務 説明すべきこと 
就労⽀援業務 就労⽀援⽅法 

利⽤者ごとの注意事項 
消毒作業 物品の場所、管理⽅法 

消毒、清掃⽅法、タイミング 
 
 

（７） 
研修・訓練の実施 

 BCP の共有 
・BCP は BCP 対策委員会を設置し、年１回の研修にて内容および対応の確認を⾏う。また毎⽉
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のスタッフミーティングにて変更があればその都度報告を⾏う。 
BCP 対策委員会は、年２回開催し内容を確認、事業所の状況に応じての⽅針を研修およびス
タッフミーティングにて共有する。 
 
 BCP の内容に関する研修 
研修名 時期 参加者 担当者 ⽅法 
外 部
BCP 研
修 

７⽉ 感染症対
策委員 

感染症対策
委員 

外部の e-ラーニングを受講する 

BCP 研
修 

７⽉ 全スタッフ 感染症対策
委員 

事業継続の概念や必要性、感染症に関す
る情報、発⽣時の対応を共有する。 

 
 BCP の内容に沿った訓練 
研修名 時期 参加者 担当者 ⽅法 
BCP 研
修 

７⽉ 全スタッフ 感染症対策
委員 

BCP に基づき、役割分担、⼿順、代替、物
資調整⽅法の確認など机上訓練で⾏う。 

 
 

（８） 
BCP の 

検証・⾒直し 

 課題の確認 
・年 2 回の感染管理委員会で課題を抽出する。 
・年 1 回の訓練から課題を抽出する。 
実効性を確認するため、感染対策委員は訓練に直接参加せず、客観的に評価し課題を洗い出
す。 
訓練参加者全員にアンケート調査を⾏い、感想を記載してもらう。 
 定期的な⾒直し 
・訓練後の感染対策委員会にて、年 1 回 BCP の改訂を⾏う。 
・訓練により確認された課題は⼀覧表にまとめ、優先順位をつけて対策を検討し、BCP に反映して 
いく。 

・厚⽣労働省や⾃治体から新しい情報が発出され、⾒直しが必要な場合は、速やかに感染対策 
委員会を開き、BCP の検討をする。 
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第Ⅲ章 初動対応 

感染疑い者が発⽣した際の初動対応について、迅速な対応ができるよう準備しておく。 

 

１ 対応主体 
  〇〇の統括のもと、以下の役割を担う者が各担当業務を遂⾏する。 

役割 担当者 代⾏者 
全体統括 法⼈代表 管理者 
医療機関、受診・相談センターへの連絡 管理者およびサービス管理

責任者 
勤務リーダー 

利⽤者家族等への情報提供 サービス管理責任者 ⽀援スタッフ 
感染拡⼤防⽌対策に関する統括 法⼈代表 BCP 対策委員会 

 

２ 対応事項 
  対応事項は以下のとおり。 

項⽬ 対応事項 

（１） 第⼀報 
 

様式２ 

 報告・情報共有 
連絡・報告先・担当者・報告内容は以下のとおりとする。 

管理者 勤務リーダー ・体調不良者を確認した場合は、勤務リーダーに
報告する。 
・勤務リーダーは体調不良者の状況、経過、他の
利⽤者や職員の体調について、管理者に電話で
報告する。 
・管理者は受診の必要性を判断、指⽰し、他の
連絡先への対応を⾏う。 

医療機関 
加賀医院 
0567-31-0036 

勤務リーダー ・勤務リーダーは、利⽤者のかかりつけ医療機関
（夜間などかかりつけ医療機関に連絡ができない
場合は受診・相談センター）に電話連絡する。 
・通所サービス利⽤者である旨や症状、経過など
可能な限り詳細な情報を伝える。 

事業所内 
0567-33-1236 

管理者 ・受信時に PCR 検査を実施した場合は、勤務リ
ーダーは管理者に報告する。 
・管理者は法⼈本部にその旨、電話で報告し、
他の利⽤者や職員の健康状態、消毒など感染
防⽌対策についても合わせて伝え、感染拡⼤防
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⽌対策や事業継続に関して指⽰を仰ぐ。 
指定権者 
052-954-7466 

管理者 ・体調不良者の感染疑いが濃厚な場合は、管理
者が電話で報告する。その後必要に応じて⽂書
で報告する。 
・他の利⽤者や職員の健康状態、消毒など感染
防⽌対策について報告し、事業継続に関して指
⽰を仰ぐ。 

相談⽀援事業所 
個⼈ファイル確認 

勤務リーダー ・保健所の指⽰・助⾔をもとに、PCR 検査を⾏う
場合は、その利⽤者を担当する通所⽀援事業
所に電話で⼀報する。 
・他に併⽤しているサービスがある場合はその事業
者への連絡を依頼し、今後の利⽤者の⽀援確
保について調整する。 

家族 ⽀援員 ・事業所⻑は速やかに電話連絡する。 
・利⽤者の症状、経過、受診対応などを詳細な
情報を伝える。 

 
 

（２）感染疑い者 
への対応 

 
 対応事項 
サービスの休⽌ 管理者および

サービス管理
責任者 

・利⽤者の帰宅調整 
・勤務リーダーは家族へ連絡し、家族が同居し
ている等、お迎えが可能な場合は依頼する。 
・家族のお迎えが困難な場合は、送迎⾞で帰
宅させる。その際、勤務リーダーは付添者、運
転者の選定、感染予防対策の指⽰、その後
の消毒などを指⽰する。 

・帰宅までの待機場所は、談話室とする。適宜
冷暖房を使⽤しながら終始窓を開け、換気を徹
底する。 
・帰宅までは対応者が個⼈防護具を着⽤の上
付き添い、体調観察を⾏う。 

相談⽀援事業所
への連絡 

管理者および
サービス管理
責任者 

・事業所⻑は当事業所サービス利⽤不可となっ
た旨を伝え、代替サービスの調整等、必要な対
応がとられるよう依頼する。 

医療機関受診 勤務リーダー ・相談した医療機関から受診を指⽰された場
合、勤務リーダーは付添者、運転者の選定、送
迎⽅法の検討し、医療機関へ提供する情報の
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準備を⾏う。 
・送迎後は⾞両の消毒を徹底する。 
・医療機関の指⽰で救急⾞の使⽤を指⽰され
た場合には、救急⾞を要請する。 

 

（３）消毒・清掃
等の実施 

 場所（訓練室・作業室・多⽬的室・共⽤スペース等）、⽅法の確認 
 
椅⼦・テーブル・
階段の⼿すり・ド
アノブ 

各フロアー担
当者 

・⼿袋を着⽤し、消毒⽤エタノールで清拭する。 
・または、次亜塩素酸ナトリウム液（0.05％）で
清拭後、⽔拭きし、乾燥させる。 
 

訓練室・作業室・
多⽬的室・共⽤
スペース等 

各フロアー担
当者 

・2 か所以上の窓を開け換気する。 
・換気扇を回す。 
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第Ⅳ章 休業の検討 

感染者発⽣時、濃厚接触者発⽣時など、休業を検討する指標を明確にしておく。 

 

１ 対応主体 
  以下の役割を担う者を構成メンバーとする対策本部を構成し、業務を遂⾏する。 

役割 担当者 代⾏者 
全体統括 法⼈代表 管理者 
関係者への情報共有 管理者およびサービス管理

責任者 
勤務リーダー 

再開基準検討 法⼈代表 管理者およびサービス管理
責任者 

 

２ 対応事項 
  休業の検討における対応事項は以下のとおり。 

対応事項 
 都道府県・保健所等と調整 
・保健所、指定権者等からの休業要請があった場合は、それに従う。 
・感染症休業の判断に関しては、状況に応じて感染症対策委員および管理者／サービス管理責任者と協議しフェーズ・
感染症法の類⽅および県のレベル分類により対応を判断し休業の判断をする。 
・緊急事態宣⾔等の発出時の休業に関する使⽤は以下のとおり。 
指標 具体的な状況 
感染者の⼈数 ・利⽤者、職員合わせ各事業所２名以上 
濃厚接触者の状況 ・利⽤者、職員合わせ各事業所２名以上 
勤務可能な職員の⼈数 ・50％以上 
感染拡⼤防⽌対策の状況 ・業者による⼯事、物資の購⼊、設置など物理的な対応が必要な場合 

・消毒、清掃に１⽇以上かかる場合 
・休業再開は、利⽤者、職員が PCR 検査を受検し院⽣が確認された時とする 
 
 訪問サービス等の実施検討 
・当事業所では訪問サービスを⾏わない。 
 
□休業期間中の業務 
・休業が発⽣した場合、対策本部を設置する。 
担当者 業務 ⽅法 
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法⼈本部、対策本部 情報発信 ・地域住⺠やホームページへの情報公開、マスコミ等への対応を⾏う。 
法⼈本部、対策本部 管理者⽀援 ・管理者への業務相談、サポート⽀援を⾏う。 
対策本部 消毒作業の委

託 
・職員清掃後、必要に応じて外部業者に消毒作業を委託する。 

対策本部 
管理者 

連絡窓⼝ ・利⽤者、職員の連絡窓⼝となる。 
職員対応 ・出勤している職員に対する声掛け、また⽋勤している職員に対し、電

話/メール/SNS 等で定期的に状況確認、メンタルヘルスを⾏う。 
法⼈本部 
管理者 

電話訪問、在
宅⽀援 

・電話訪問および在宅⽀援の担当者、実施内容、⽅法等を職員に周
知する。 
・電話訪問および在宅⽀援の体制をとるか、内容や状況に応じ決定す
る。 

労務管理 ・職員の出勤状況の把握 
・⽋勤している職員の取り扱い 

 
 相談⽀援事業所との調整 
・休業期間、休業中の対応（電話訪問の実施）について情報提供する。 
・相談⽀援事業所、指定権者とも相談し、他サービス提供事業所からの代替サービスの提供を依頼する。 
 
 利⽤者・家族への説明 
・事業所⻑から以下⽂書で連絡する。 
✓休業期間 
✓休業に関する事業所の連絡窓⼝ 
✓休業期間中の消毒等の感染拡⼤防⽌対策や、従業員の対応 
✓休業期間中の代替サービスがあれば、その案内 
 
 再開基準の明確化 
・以下の条件がすべて満たされた場合、事業所を再開する。 
✓保健所からの休業指⽰期間の終了、および再開基準を満たす 
✓原則、最終陽性者が確認された⽇から 2 週間後 
✓事業所内の清掃、消毒、感染防⽌対策の完了 
✓事業所職員が 70％以上出勤可能 
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第Ⅴ章 感染拡⼤防⽌体制の確⽴ 

感染疑い者の検査対応中に、以下の感染拡⼤防⽌体制の確⽴を迅速に対応することができるよう準備しておく。 

 

１ 対応主体 
  以下の役割を担う者を構成メンバーとする対策本部を構成し、業務を遂⾏する。 

役割 担当者 代⾏者 
全体統括 法⼈代表 法⼈本部 
関係者への情報共有 管理者およびサービス管理

責任者 
勤務リーダー 

感染拡⼤防⽌対策に関する統括 法⼈本部 感染症対策委員 
勤務体制・労働状況 法⼈代表 法⼈本部 
情報発信 法⼈本部 管理者およびサービス管理

責任者 
 

２ 対応事項 
  感染拡⼤防⽌体制の確⽴における対応事項は以下のとおり。 

項⽬ 対応事項 

（１）保健所との 
連携 
 

様式４ 

 保健所からの指⽰の確認 
対応事項 担当者 ⽅法 
濃厚接触者
の特定 

法⼈本部 ・以下の情報をすぐに提供できるよう、事務室に取りまと
めておく。 
✓標準予防策の実施状況 
✓症状出現 2 ⽇前からの接触者リスト 
✓直近 2 週間の勤務記録 
✓利⽤者の記録（体温、症状等がわかるもの） 
✓施設内に出⼊りした者の記録 
・他、濃厚接触者の特定に有効な情報があれば提供す
る。 

感染対策の
指⽰ 

法⼈代表 
管理者およびサービ
ス管理責任者 

・以下の項⽬等について、保健所の指⽰を仰ぐ。 
✓消毒範囲 
✓消毒⽅法 
✓運営を継続するために必要な対策 
✓⼀時休業に関する内容 
・⾏政による PCR 検査の対象者、検査実施⽅法につい
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て確認する。 
・感染者、濃厚接触者、その他の⼊所者がわかるよう、
また、検査を受けた者とその検体採取⽇がわかるよう、
職員及び⼊所者のリストを準備する。 

 
 

（２）濃厚接触者 
への対応 

【利⽤者】 
 ⾃宅待機 
対応事項 担当者 ⽅法 
体調管理 管理者およびサー

ビス管理責任者 
７⽇間は体温測定、体調観察を⾏ってもらい、電話訪問
で状況を確認する。 
・電話で確認した情報は⽀援経過に記⼊し管理を⾏う。 

電話訪問 職員 ・２〜３⽇に１回電話で体調、⽣活状況を確認する。 
サービスの調
整 

管理者およびサー
ビス管理責任者 

・事業所の利⽤休⽌期間を連絡し、その間の電話訪問
等の実勢について情報を提供する。 
・利⽤者の状況に応じて⽣活に必要な⽀援が得られるよ
う、訪問サービスの利⽤なども検討する。 

 
 相談⽀援事業所との調整 
・濃厚接触者について情報提供する。 
・相談⽀援事業所、指定権者とも相談し、他サービス提供事業所からの代替サービスの提供を依
頼する。 
 
【職員】 
対応事項 担当者 ⽅法 
⾃宅待機 管理者およびサー

ビス管理責任者 
・７⽇間は体温測定、体調観察を⾏いながら、⾃宅待機
とする。 
・２〜３⽇ごとに SNS や電話を通じて連絡を取り、体調
確認および、精神的な⽀援を⾏う。 

連絡ルール 法⼈本部 ・体調不良時には、医療機関や保健所に連絡するととも
に、法⼈本部にも連絡する。 
・体調不良の連絡を受けた法⼈本部は、【１．感染疑い
事例の発⽣】に則り関係機関に連絡、対応を⾏う。 
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（３）防護具・ 
消毒液等の確保 
 

様式６ 
様式２ 

 在庫量・必要量の確認 
□在庫量・必要量の確認 
・事業所事務員は、事業所内の備蓄量を把握し、調達時期や量と併せて必要在庫量を計算す
る。 
・在庫状況は事業所⻑に適宜報告する。 

⇒備蓄品管理︓様式６ 備品リスト 
⇒調達先リスト︓様式２ 調達先 

 
 調査先・調達⽅法の確認 
・対策本部設備、物資対応班は法⼈内の在庫状況を把握し、感染者発⽣事業所に必要物資
を届ける。 
・物資が不⾜する可能性がある場合は、早めに事業庁や対策本部から市や県に相談する。 
 

（４）情報共有 
 

様式２ 

 事業所内・法⼈内での情報共有 
連絡先 担当者 連絡内容 
事業所内・法⼈
内 

管理者およびサ
ービス管理責任
者 

・感染者発⽣状況について、時系列で感染者の情報、
症状、濃厚接触者の⼈数や状況等を整理し、法⼈本
部と事業所で共有する。 
・本部の⽅針や指⽰をメールやSNS等で各職員に伝達
する。 
・重要事項は朝礼で伝達することや、連絡ノートにも記
載し、各⾃出勤時に確認する。 

対策本部 ・対策本部は感染者状況及び保健所や⾏政などからの
指⽰について、電話やメールを通じて事業所内、法⼈全
体に情報発信する。 

利⽤者・家族 勤務リーダー ・事業所⻑は感染拡⼤防⽌対策や、利⽤者サービスに
関する変更・縮⼩業務等の対応について、電話連絡も
しくは説明⽂書を郵送する。 

保健所 
指定権者 
様式２参照 

対策本部 ・職員の不⾜、物資の不⾜は早めに電話で⼀報し、必
要に応じて⽂書でも報告する。 
・事業所の今後の運営について指⽰を仰ぐ。 

相談⽀援事業
所 

管理者およびサ
ービス管理責任
者 

・利⽤者が他に利⽤している社会福祉サービスや、学
校、勤務先等への情報共有を依頼する。 

関係業者  ・委託業者、納品業者などには速やかに電話連絡す
る。 
・感染者の症状、経過、受診対応等、個⼈情報に留
意しつつ、必要に応じて情報提供する。 
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（５）過重労働・ 
メンタルヘルス 
対応 

 労務管理 
・勤務可能な職員をリストアップし、調整する。 
・管理者およびサービス管理責任者は早めに応援職員の要請も検討し、可能な限り連続勤務や
⻑時間労働を予防する。 
・管理者およびサービス管理責任者は勤務可能な従業員の中で、勤務⽇や業務量・内容につい
て偏りがないよう配慮を⾏う。 
・対策本部職員・来訪者担当は各職員の勤務記録を徹底する。収束後、休⽇の調整等対応す
る。 
 ⻑時間労働対応 
・法⼈本部は時間外労働が⻑時間に及ばないように勤務⽇や業務量を調整する。 
 
 コミュニケーション 
・職員に対し、管理者およびサービス管理責任者や対策本部の職員・来訪者担当が適宜声掛け
や、メール、SNS も活⽤し連絡をとる。 
・管理者およびサービス管理責任者に対し、対策本部の職員・来訪者担当がストレス状況の把握
と、精神的な⽀援も⾏う。 
 

（６）情報発信 

 関係機関・地域・マスコミ等への説明・公表・取材対応 
・担当窓⼝は対策本部に⼀本化し、以下の対応を⾏う。 
情報公開⽅法 担当者 発信内容（説明・公表内容） 
ホームページ 対策本部 PCR 検査陽性利⽤者／職員発⽣時に掲載し、保健

所からの対応終了時に最終報告とする。 
情報公開内容に関しては、保健所・指定権者に相談し
掲載する。 

地域⾃治体 対策本部 PCR 検査陽性利⽤者／職員発⽣時に電話連絡す
る。連絡の有無は発⽣時の状況に応じ保健所・指定権
者に相談し連絡する。 

取材対応 法⼈代表 取材申し込み時に、メディアに応じて情報開⽰範囲を検
討する。個⼈情報に⼗分配慮する。 

 
・保健所の指⽰に則り、感染拡⼤防⽌策をっ徹底していることを合わせて情報発信し、⾵評被害
を抑制できるように努める。 
 
情報発信 
問い合わせ窓⼝ 

法⼈本部 担当 対策本部 
0567-33－1236 
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＜更新履歴＞ 
更新⽇ 更新内容 

令和６年２⽉１⽇ 作成 
  
  
  
  
 
 
＜添付（様式）ツール＞ 
※「障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発⽣時の業務継続ガイドライン」 

別添 Excel シート 
NO 様式名 

様式 1 推進体制の構成メンバー 
様式 2 施設・事業所外連絡リスト 
様式 3 職員・利⽤者 体温・体調チェックリスト 
様式 4 感染（疑い）者・濃厚接触（疑い）者管理リスト 
様式 5 （部署ごと）職員緊急連絡網 
様式 6 備蓄品リスト 
様式 7 業務分類（優先業務の選定） 
様式 8 来所⽴ち⼊り時体温チェックリスト 
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（参考）新型コロナウイルス感染症に関する情報⼊⼿先 
 
○厚⽣労働省「新型コロナウイルス感染症について」 ︓ 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000164708_00001.html 
 
○厚⽣労働省「障害福祉サービス等事業所における新型コロナウイルス感染症への対応等について」︓ 
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_00097.html 
 
○令和 2 年７⽉ 3 ⽇付事務連絡 
障害⽀援施設における新型コロナウイルス感染症発⽣に備えた対応等ついて 
https://www.mhlw.go.jp/content/000646842.pdf 
 
○令和２年５⽉ 28 ⽇付事務連絡 
「障害者⽀援施設における新型コロナウイルス感染症発⽣時の具体的な対応について（令和２年５⽉４⽇付事務
連絡）」に関する 
Ｑ＆Ａ（グループホーム関係）について 
https://www.mhlw.go.jp/content/000634929.pdf 
 
〇令和２年５⽉ 28 ⽇付事務連絡 
「障害者⽀援施設における新型コロナウイルス感染症発⽣時の具体的な対応について（令和２年５⽉４⽇付事務
連絡）」に関する 
Ｑ＆Ａ（障害児⼊所施設関係）について 
https://www.mhlw.go.jp/content/000634931.pdf 
 
○令和 2 年 10 ⽉ 15 ⽇付事務連絡 
社会福祉施設等における感染拡⼤防⽌のための留意点について（その２）（⼀部改正） 
https://www.mhlw.go.jp/content/000683520.pdf 
 
○障害福祉サービス施設・事業所職員のための感染対策マニュアルについて 
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 
 


